
企業の災害対応力 スコア診断　レポート

様

『企業の災害対応力 スコア診断』にご参加いただき、誠にありがとうございました。

ご回答内容に基づく診断結果をお送りいたします。

［回答期間：2025/12/5～2026/1/16］

本診断は、各設問の5つの選択肢に対してスコア１～５と設定し、

ご回答内容を機械的に処理した結果をまとめたものです。

各設問において

『中部圏企業の現状の対策状況と比較して、自社がどの位置にあるか』

をご確認いただくことで、貴社の防災・減災対策における強みや課題を把握し、

今後の具体的な対策検討にお役立ていただくことを目的としております。

本結果が、貴社における防災・減災対策をさらに前進させる“きっかけ”となりましたら幸いです。

今後も企業防災委員会では、中部圏企業様の防災・減災力向上に向けた取り組みを進めて参ります。

また、ご協力をお願いする場面もあるかと存じますが、その際は引き続きお力添えいただけますよう

お願い申し上げます。

  本スコア診断へのアンケートのお願い

　今後の参考にさせていただきたいため、アンケートのご協力をよろしくお願いいたします。

　下記リンク先より、2026/4/30  を目途に、ご回答いただけますと幸いです

https://forms.office.com/r/UCV8n4PinL

［問い合わせ先］

　　中部経済連合会　価値創造本部　産業基盤強化推進部

（企業防災委員会　事務局）

　松家： y.matsuka@chukeiren.or.jp

　近藤： k.kondo@chukeiren.or.jp

　※メールでのお問い合わせにご協力ください

株式会社 ○○○○

【ご参考】調査にご協力いただいた会員企業にフィードバックした

レポートのイメージ

付属資料
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１．ご回答いただいた企業の概要

　中部経済連合会の会員企業232社からご回答いただきました

建設業, 33

設備工事業, 6
食品工業, 3

出版・印刷業, 1
化学・石油工業, 3

窯業・土石製品工業, 1鉄鋼業, 2
非鉄金属工業, 3

金属製品工業, 6

一般機械工業, 5

電気機械工業, 11

輸送機械工業, 19

その他の工業, 7

電気・ガス・熱供給・水道業, 6運輸業, 15
通信業, 8

卸売業, 16

小売業, 3

金融・保険業, 12

不動産業, 2

情報サービス業, 8

対事業所サービス業, 1

専門・技術サービス業, 9

宿泊業, 2

生活関連サービス業, 3

教育・学習支援業, 8

医療・福祉業, 1

その他, 38

業 種

300人未満, 68

300～1,000人未満, 591,000～5,000人未満, 

64

5,000人以上, 41

1億円未満, 50

1～10億円未満, 

51

10～50億円未満, 36

50～100億円未満, 14

100～500億円未満, 

24

500億円以上, 42

該当なし, 15

従業員数 資本金
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２．スコア診断の設問構成

　下記について、各社様の取り組み状況を選択式及び自由回答にて、ご回答いただきました。

■減災対策全般への取組み

・ ご回答者様から見て、貴社では自然災害への備えについてどの程度、重要視していますか

・ 経営層（役員・経営会議レベル）において、定期的に防災・減災について議論する会議はありますか

L 防災・減災について議論する会議のうち、社長が参加している会議はありますか

■自助への取組み_直接被害低減対策

・ 建物の最新の耐震基準に対する適合状況

・ 設備・機器・大型オフィス用品類（プリンタ、ロッカー等）の固定

L 定期チェックはどの程度実施していますか

・ 部品・箱類・小型オフィス用品類（ファイル等）の飛び出し対策

L 定期チェックはどの程度実施していますか

・ ガラスの飛散防止対策

・ 水害リスクへの物的対策

　（排水設備の強化（下水道拡張、排水ポンプ等）、雨水貯留施設、止水板、防水扉、防水シート、土嚢等）

■自助への取組み_生存・生活の確保に向けた対策

・ 備蓄品（水・食料・簡易トイレ・医療品・電池）の準備量

L 入れ替えをしていますか

・ 従業員への啓発活動

・ 定期的な避難訓練の参加者

・ 定期的な避難訓練の実施内容

・ 津波注意報・警報発令時の対応

・ 発災時の初動対応の体制（救命救急係や初期消火係、情報連絡係など）整備と訓練

・ 従業員の安否確認システム回答訓練の頻度

・ 停電・通信不通時を想定した帰宅経路の道路・鉄道状況の把握訓練

　（自治体との無線連絡、確認部隊による現地確認、定点カメラやドローンの映像確認、など）

■自助への取組み_復旧対策

・ BCP（業務継続計画）作成時の被害の前提条件

・ BCP（業務継続計画）の見直し頻度

・ BCP（業務継続計画）への経営層の関与

・ BCP（業務継続計画）で想定しているライフライン（電力・ガス・上下水道、情報通信）の復旧期間

・ 発災後の従業員への情報連絡ツール（会社の操業方針・今後の計画等）の使用訓練

・ 停電時の非常用電源設備（発電機・蓄電池等）の備え

L 非常用電源設備は、常時使用可能な状態を維持していますか？

・ サプライヤーの減災対策への関与

■共助への取組み

・ 発災時の自治体との情報共有体制と定期訓練

・ 自治体との連携や近隣住民への支援に向けた準備

L ご回答いただいた支援準備について、自治体と協定締結していますか

■その他

共助の準備内容、他企業・その他との災害時支援に関する連携、優先的に強化したい減災対策、独自の減災対策

国や自治体に対しての期待・要望・ご意見等、防災・減災対策を推進する上での悩みや不安、自社内に求めること等
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３．スコア診断 結果の見方

 １）全体回答および貴社のご回答 のグラフ

今回ご参加いただいた全ての企業様の回答結果と貴社の回答を、設問ごとに表示

表示例

5 未実施

分からない

補足コメント欄（任意）

2-3 部品・箱類・小型オフィス用品類（ファイル等）の飛び出し対策事前

1 全て実施済

各選択肢の
回答企業数

貴社の回答を
対応する選択肢にプロット

貴社の対策状況が中部圏全体の中でどの位置にあるかを把握するために、ご活用ください

特定の選択肢を選んだ企業のみ回答する設問は、このように図示
この場合は「4回以上」～「1回未満」とご回答の企業様のみ、
下部の設問にご回答いただいている

したがって、下部設問の回答総数は全回答企業数ではありません
(この場合は回答総数140社）
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 ２）貴社スコアと平均スコア比較 のレーダーチャート

設問ごとに貴社のスコアと平均スコアを表示

　スコアの設定方法

　　各設問の５つの選択肢に対し、それぞれスコア１～５と設定（良い評価を５）

　　［スコアの設定例］

　平均スコアの算出方法

　　設問ごとに、全回答企業のスコアを平均した値  （「分からない」「対象外」の回答は除いて算出）

　表示例

貴社の回答スコア

平均と比較し
貴社のスコアが高い
→強み

平均スコア

平均と比較し
貴社のスコアが低い
→課題

 建物の最新の耐震基準に対する適合状況

（選択肢）

・ 全棟適合 →スコア５

・ 一部適合で、残りは耐震化計画中 →スコア４ 　良い

・ 一部適合で、残りは耐震化未計画 →スコア３

・ 全棟で未適合で、耐震化計画中 →スコア２

・ 全棟で未適合で、耐震化未計画 →スコア１

・ 分からない →スコア無し

対策ごとに平均と比較することで、貴社の対策における強みや課題の把握にご活用ください

※「分からない」「対象外」のご回答は

非表示となります
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 ３）トータルスコア のレーダーチャート

項目ごとに貴社のスコアと平均スコアを表示

※設問間の重みづけを行っていないため、トータルスコアは参考としてご確認ください

　トータルスコアの算出方法

　　項目ごとに、全設問のスコアを平均した値  （「分からない」「対象外」の回答は除いて算出）

　表示例

項目ごとの平均値との比較から、貴社の対策状況の傾向を捉えるための目安としてお役立てください

貴社の回答スコア

平均と比較し貴社のスコアが高い

平均スコア

平均と比較し貴社のスコアが低い

表示例のスコアの読み取り方
中部圏の他企業と比べ、
「直接被害低減対策」や「生存・生活の確保に向けた対策」は進んでいるが、
「復旧対策」は強化の余地が大きい。
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４．スコア診断 結果

 １）全体回答および貴社のご回答

 ■減災対策全般への取組み

87

24

65

109

50

38

35

46

8

0

20

21

1

42

4

50

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴社の自然災害への備えに

対する重視の程度

経営層が防災・減災について

議論する会議の頻度

（年間）

上記会議への

社長の参加状況

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

非常に重要視・
積極的に取り組み

ある程度重要視・
必要な対応を推進

重要性は
認識・対
応は不十分

全く意識していない

最低限の認識はある,0

1回以上

2回未満

1回
未満

未実施

全てに 参加 一部・定期的に参加

関与なし

2回以上

4回未満

4回

以上

一部・不定期に参加

参加なし
内容報告

（回答総数：140）
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 ■自助への取組み_直接被害低減対策

139

83

40

37

36

44

43

43

68

78

53

58

10

39

17

66

18

75

13

34

39

1

5

50

7

37

46

28

3

7

22

52

16

57

15

29

3

9

8

5

41

24
44

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建物の耐震適合状況

設備・機器・

大型オフィス用品類の固定

上記の定期チェック

部品・箱・小型オフィス用品類

の飛び出し対策

上記の定期チェック

ガラスの飛散防止対策

水害リスクへの物的対策

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

全 棟 適 合
一部適合・
残り計画中

一部適合・残り未計画

全棟未適合・計画中
全棟未適合・未計画

全て実施
一部実施
(各部署の個別対応)

未実施・計画あり

未実施・計画なし

年2回以上 年１回

年1回未満

未実施・計画あり

未実施・
計画なし

全て
実施

年2回以上

年1回未満

未実施全て実施

全て実施したが、新設建屋は
未実施の可能性あり

対象洗出し、
優先のみ実施

一部実施
残り計画中

一部実施
残り未計画

対策の必要性未確認

対象洗出し、
優先のみ実施

未
実施

過去にあり
(不定期)

一部実施
(各部署の個別対応)

対象洗出し、
優先のみ実施

対策必要・未実施

一部実施
(各部署の個別対応)

未
実施

過去にあり
(不定期)

必要な対策
全て実施

（回答総数：217）

（回答総数：165）

年１回
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 ■自助への取組み_生活・生存の確保に向けた対策

36

157

26

96

9

52

133

122

30

125

42

82

42

30

49

43

72

9

40

10

88

12

150

42

32

8

12

17

9

23

64

21

12

8

9

46

10

8

17

20

6

14

20

114

4

5

1

2

5

2

1

21

66

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

備蓄品の準備量

上記の入替え状況

従業員への啓発活動

定期的な避難訓練

の参加者

定期的な避難訓練

の実施内容

津波注意報・警報発令時

の対応

発災時の初動対応の

体制整備と訓練

従業員の安否確認システム

回答訓練の頻度

停電・通信不通時の帰宅

経路インフラ状況把握訓練

3日分以上
＋近隣住民

3日分以上 1~2日分

1日分未満 なし

不定期・
期限前定 期 的

不定期・期限後あり

未実施・計画中
未実施・必要性なし,0

職場のみ対象に 継続実施
職場・家庭対象に
継続実施

職場・家庭対象に継続実施
＋家庭の対策への支援あり

過去に実施したことがある
未実施

全役員(社長含む)と
全従業員

一部役員と
全従業員

全従業員(役員なし)

一部の従業員

~帰宅訓練

~指定
避難所

~建物外の一時避難場所

~一時退避

未実施

未実施

対象外
(ハザード確認済)

避難経路 明確化

津波想定訓練 実施

避難経路 明確化

津波想定訓練 未実施

具体対応なし

周知実施

具体対応・周知なし 津波リスクの有無 未確認

体制周知 ・ 訓練実施

体制あるが周知不十分
体制あるが形骸化

体制なし

体制周知・
訓練未実施

年２回以上 年１回

年1回未満
訓練未実施

システム未導入

把握手段 準備なし未実施

直近3年以上なし

年1回未満・定期

（回答総数：218）

年1回
以上
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 ■自助への取組み_復旧対策

76

83

91

62

70

27

108

12

40

78

76

49

58

52

22

35

66

25

18

23

12

25

12

11

12

13

10

45

63

69

9

18

20

21

21

23

17

32

16

74

18

12

16

30

12

27

6

40 42

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

BCP作成時の

被害の前提条件

BCPの見直し頻度

BCPへの経営層

の関与

BCPで想定している

ライフラインの復旧期間

発災後の従業員への情報

連絡ツールの使用訓練

停電時の

非常用電源設備の備え

非常用電源設備の

平時の状態

サプライヤーの

減災対策への関与

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

ハザードマップ確認済
・内容未対応

未
策定

ハザードマップ未確認災害種の一部は、
ハザードマップをもとに作成

各拠点のハザード
マップをもとに作成

年１回以上 大きな変化時のみ

策定時のみ関与

過去1度も実施なし

未
策定

見直し時必ず関与 内容に応じて関与

関与なし

直近3年以上なし

想定無し

公表資料を考慮せず設定

業務に必要なﾗｲﾌﾗｲﾝ
全て行政資料を基に設定

必要なﾗｲﾌﾗｲﾝの一部を
行政資料を基に設定

年２回以上 年１回

年1回未満

未実施

ツールなし

操業維持レベル

停止影響が大き
い設備能力分

ライフライン維持レベル

安全確保(照明等)に
必要な能力分

備えなし

必要量の燃料あり・定期的な試運転 実施

必要量の燃料あり・試運転 未実施
燃料多少あり・試運転 実施

燃料多少あり・試運転 未実施

燃料
なし

状況の定期確認
＋技術支援等あり

状況の定期

確認実施

直近3年 状況確認未実施

対策要求あり・確認未実施

対策要求なし

（回答総数：173）

未
策定

未
策定
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 ■共助への取組み

 （参考）地域支援における各社の準備内容

27

70

50

8

6

4

19

8

12

49

59

106

62

23

27

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

発災時の自治体との

情報共有体制と

定期訓練

自治体との連携や

近隣住民への支援に

向けた準備

自治体との協定締結

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

体制なし
体制あり
訓練未実施

体制あり・過去に訓練あり(定期訓練なし)

体制あり・年1回未満の定期訓練

体制あり・年1回以上の定期訓練

準備あり

準備なし・
具体的な予定あり

準備なし・具体的な予定なし
今後検討する方向性は確定

準備なし・
今後検討していきたい

準備なし・
検討予定なし

締 結 済

締結検討中

予定なし

42

42

32

30

20

19

12

8

8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

備蓄品の提供

避難場所として施設を提供

水道設備、トイレの提供

発災時の情報共有

休憩所として施設を提供

応急活動用資機材の提供

燃料・電力の提供

支援物資輸送拠点の提供

行政への人的支援

支援の準備をしている企業数（項目別）

［社］

上記のほか、
・行政が準備した市民への非常食・備蓄機材を社内で保管・管理
・地域住民の避難場所として提供する施設の現地見学会を、地元住民向けに開催
・社用車の電動車両を電源として市に提供
といった取り組みについてもご紹介いただきました。

（回答総数：70）
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 ２）貴社スコアと平均スコア比較

 ■減災対策全般への取組み

 ■自助への取組み_直接被害低減対策

貴社の自然災害への備えに

対する重視の程度

経営層が防災・減災について

議論する会議の頻度

右記会議への

社長の参加状況

貴社 平均

5

4

3

2

1

建物の耐震適合状況

設備・機器・

大型オフィス用品類の固定

固定の定期チェック

部品・箱・小型オフィス用品類

の飛び出し対策
飛び出し対策の定期チェック

ガラスの飛散防止対策

水害リスクへの物的対策

貴社 平均

5

4

3

2

1
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 ■自助への取組み_生活・生存の確保に向けた対策

 ■自助への取組み_復旧対策

備蓄品の準備量

備蓄品の入替え状況

従業員への啓発活動

定期的な避難訓練

の参加者

定期的な避難訓練

の実施内容

津波注意報・警報発令時

の対応

発災時の初動対応の

体制整備と訓練

従業員の安否確認システム

回答訓練の頻度

停電・通信不通時の帰宅

経路インフラ状況把握訓練

貴社 平均

5

4

3

2

1

BCP作成時の被害

の前提条件

BCPの見直し頻度

BCPへの経営層

の関与

BCPで想定している

ライフラインの復旧期間

発災後の従業員への情報

連絡ツールの使用訓練

停電時の非常用電源設備

の備え

非常用電源設備の

準備状況

サプライヤーの

減災対策への関与

貴社 平均

5

4

3

2

1
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 ■共助への取組み

　※「自治体との協定締結」のみ、選択肢が３つのためスコア３～５と設定

 ３）トータルスコア

発災時の自治体との

情報共有体制と

定期訓練

自治体との連携や

近隣住民への支援に

向けた準備

自治体との協定締結

貴社 平均

5

4

3

2

1

取組み全般

自助

直接被害

低減対策

自助

生存・生活の確保に

向けた対策

自助

復旧対策

共助

貴社 平均

5

4

3

2

1
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５．各社の取組み紹介

 １）他企業との災害支援に関する連携（複数回答可）

 ２）今後、優先的に強化したい減災対策（複数回答可）

33

34

46

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

近隣企業

サプライ

チェーン

同業種

[企業数]

33

42

63

70

97

121

146

148

0 20 40 60 80 100 120 140 160

他企業との連携

建物耐震化

自治体との連携

食料や簡易トイレなどの備蓄

防災訓練

情報収集の体制および手段

BCPの実効性向上

従業員の意識向上・風土醸成

[企業数]
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６．ご参考

　　■国・自治体の支援策

国・自治体の支援策（補助金・税制優遇等）についての情報が欲しいとのご意見を多数いただきました。

中経連では、下記ページに「企業向け防災・減災対策に関する国・自治体の支援策一覧」を掲載して

おります。

ご活用いただけますと幸いです。

https://www.chukeiren.or.jp/document/p22186/

　　■企業に求められる減災対策

2025年5月に中経連が実施した説明会の資料では、企業に求められる減災対策の一覧を提示しております。

実効性を高めるためのポイントも併せて記載しておりますので、ぜひご参考ください。

https://www.chukeiren.or.jp/document/p21975/

※リンク先資料６. -６）以降参照

　　■ハザードマップ

国土交通省が作成しているサイトを紹介します。

BCPの内容や減災対策を検討される上での前提条件として、ご活用ください。

・洪水、津波等 重ねるハザードマップ

・震度被害等 わがまちハザードマップ

以　上
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https://www.chukeiren.or.jp/document/p22186/
https://www.chukeiren.or.jp/document/p21975/
https://disaportal.gsi.go.jp/maps/?ll=34.644048,133.945699&z=15&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0
https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmapportal/hazardmap/index.html

